
いわき市情報共有システム実施要領 

(目的)  

第１条 この要領は、建設現場における生産性の向上を推進するための取組みの一環

として、いわき市が発注する建設工事において情報共有システムを活用するにあた

り、必要な事項を定めるものである。 

(用語の定義) 

第２条 この要領において用いる用語の定義は、次の各号のとおりとする。 

⑴  「情報共有システム」とは、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し、受発注者間

の情報を電子的に交換・共有することによって業務効率化を実現するシステム

をいい、ＡＳＰ（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ・ｻｰﾋﾞｽ・ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ）方式（※１）によるものとす

る。 

※１「ＡＳＰ方式」とは、インターネット経由でアプリケーションを提供す 

る方式をいう。 

⑵ 「受注者」とは、発注者と各種工事情報を相互に交換する立場にある現場代理

人のほか、監理技術者や主任技術者などの関係者のこと。 

⑶ 「発注者」とは、受注者と各種工事情報を相互に交換する立場にある監督員や

その所属職員、発注者支援業務における現場技術員のこと。 

⑷ 「工事帳票」とは、土木工事共通仕様書及び建築関係工事共通仕様書(いずれ

も福島県土木部発行)で定義する書面で、「指示」、「承諾」、「協議」、

「提出」、「提示」、「報告」、「通知」の行為に必要な工事打合せ等の定型

資料や、それらに添付して提出される資料のこと。なお、 システム上で行う

工事帳票の承認や決裁等の事務処理は、書面への署名・押印と同等の行為とし

て取扱うこととする。 

（対象工事） 

第３条 いわき市が発注する全ての工事を対象とし、受注者が希望する場合にシス

テム利用を行うこととする。 

（情報共有システムの機能条件） 

第４条 使用する情報共有システムは、国土交通省が機能要件を定めるもの（※２ 

国土交通省ＨＰ参照）を標準とする。なお、使用するシステムの決定について

は、受発注者協議により決定するものとする。 

 ※２【土木工事編】http://www.cals-ed.go.jp/jouhoukyouyuu_taiou/ 

   【営繕工事編】https://www.mlit.go.jp/gobuild/eizen-asp.html 

（対象とする工事帳票） 

第５条 対象とする工事帳票は、「情報共有システムの運用方針」(土木工事)及び

「建築関係工事における情報共有システムの運用」(建築関係工事)(いずれも福島

県土木部技術管理課発行)に準用し、受発注者協議により決定するものとする。 

 (事前準備) 

第６条 受注者は、工事で使用するシステムを選定し、その利用に必要となる情報



(利用対象者やそのユーザー情報)について協議し、発注者の承諾を得るものとす

る。 

（システム利用料） 

第７条 情報共有システムに係る費用（登録料及び利用料）については、以下のと

おりとする。 

⑴  土木工事については、土木工事標準積算基準の共通仮設費率計上分（技術管

理費）に含まれているため、別途計上は行わないものとする。 

⑵   建築関係工事については、当初設計に含まれていないため、契約後に受注者

の希望により情報共有システムの利用を認めた工事については、当該工事の共

通仮設費へ計上し設計変更で対応する。 

（セキュリティ関係） 

第８条  受発注者は、情報漏洩防止等の観点から以下の項目の管理を徹底するこ

と。 

①  ＩＤ・パスワードの管理の徹底 

②  ウイルス対策の徹底 

③   個人情報等機密情報の管理徹底 

④ 工事関係データの管理徹底(定期的なバックアップなど) 

⑤  その他情報セキュリティに関する基準、法令等の遵守 

（検査） 

第９条 情報共有システム上で処理を行った工事帳票はパソコン等での検査とし、

紙媒体で作成した工事帳票は紙媒体での検査とする。中間検査等の完成検査以外

の検査も同様とする。なお、受注者は、発注者から指示があった場合、検査に用

いるパソコン等の機器を準備する。 

（情報共有システムで処理を行った工事帳票の電子データの納品） 

第 10条 情報共有システムで処理を行った工事帳票一式は、工事完成時に電子媒体

（ＣＤ、ＤＶＤ等）で納品とし、紙媒体での納品は原則行わないこととする。 

（工事成績評定） 

第 11条 本要領に基づき情報共有システムを使用した場合は、第一評定者による評

価(５．創意工夫 Ⅰ.創意工夫「その他」に追記)にて評価し、１点加算するもの

とする。なお、未実施による減点は行わない。 

（委託業務への準用） 

第 12条 全ての委託業務を対象とし、受注者が希望する場合は、受発注者間の協議

により、工事に準じて情報共有システムを活用できるものとする。 

（その他） 

第 13条 本要領に定めがない事項に関しては、以下の基準を準用するほか、受発注

者協議により定めるものとする。 

  ・土木工事等の情報共有システム活用ガイドライン(国土交通省) 

  ・「情報共有システム」の運用方針（福島県土木部技術管理課） 

  ・建築関係工事における情報共有システムの運用（福島県土木部技術管理課） 



  ・業務（測量、設計、調査）における情報共有システムの運用（福島県土木部技

術管理課） 

  ・建築関係業務委託における情報共有システムの運用（福島県土木部技術管理

課） 

 

附 則 

この要領は令和６年３月１日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


